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研究成果の概要（和文）：インターネット依存が多い層として上位にあげられる大学生について，「インターネ
ット使用をなかなか止められずにやるべきこと（課題や仕事など）が遂行できない（Cyberslacking）」ことへ
の予防策考案を念頭に，インターネット依存尺度と「先延ばし傾向」および「ストレス対処」特に「回避的な」
ストレス対処方略等の諸要因との関係について検討した。結果，「問題解決」型ストレス対処とは相関が低い一
方，「先延ばし傾向」，「回避優先」型および「情動優先型」ストレス対処方略との高い相関が示された。イン
ターネット依存予防プログラムの実施の際は，ストレス対処方略に関する内容を取り入れることが効果的と考え
る。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to discuss about the contents of a prevention educational 
program for Internet addiction targeting college students.We investigated the relationship between 
the degree of Internet addiction and factors such as general procrastination and stress coping 
strategy, especially escape-avoidance coping. As a result, a low correlation with problem-focused 
coping , on the other hands, a high correlation with general procrastination, escape-avoidance 
coping, and emotion-focused coping. it would be effective to include content on stress coping 
strategies in Internet addiction prevention programs.

研究分野： 臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大学生はインターネット依存が多い層として上位にあげられている一方で、e-Learningといった学習の電子化が
進み学生たちがインターネットの使用を「減ずる」ことが困難な環境にある。本研究の結果から、大学生のスト
レス対処法の中でも、ストレスから距離を置く「問題回避」方略をとる傾向にある学生は依存になりやすい可能
性が考えられた。インターネット依存は引きこもりなどの社会不適応の一因になることから、社会人になる前の
最後の教育機関である高等教育で予防することは重要であり、インターネット使用以外のストレス対処方略を増
やすという予防に関する具体的な示唆が得られたことに意義があると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
（１）我が国におけるインターネット依存について 
近年高等教育機関では、e-learning といった情報技術を用いた学習法の発展が著しく、大

学の補習や課題提示・提出等 Web を用いた教員とのやり取りが常となっている。自宅およ
び大学において通信環境が整備され、どこにいても低コストでインターネット通信を行う
ことが可能である。一方で、インターネットを過度に使用することにより、生活や精神健康
および人格そのものにネガティブな影響を与えることが社会問題となり、調査・研究はその
後追いではあるが（小寺、2014）増加しつつある。 

 
（２）大学生におけるインターネット使用の問題について 
国内外あわせて、インターネットに関する調査および研究は初等～高等教育機関の生徒・

学生等若年層を対象としたものが多いが、全年齢を対象とした調査（総務省、2014）から
は、比較的「独りの時間を持ちやすく」「自由時間を確保しやすい」主婦と大学生が最も依
存に陥りやすいといった結果が得られている。申請者は大学生を対象としたいくつかの心
理教育プログラムを実施する中で（松本他、2008）、インターネット使用時間のモニタリン
グや刺激性制御を中心としたインターネット依存防止ワークショップの実施を試みた（山
上、2014）。参加者からは好評を得たが、当時文献調査を行った際、大学生を対象としたイ
ンターネット使用行動に対する心理教育プログラムがほぼ見られなかった。申請者が勤務
している学生相談室でもインターネットの使用が引きこもりや修学困難といった大学不適
応の問題を冗長していると推測されるケースが多い。「学習内容が難しくなり、勉強をしよ
うと思ったがインターネットをするうちに時間が過ぎて生活リズムも学習時間も狂った」
など「問題の先延ばし」や「衝動制御の難しさ」がインターネットの使用により悪化してい
るといった事態である。不適応を促進していると推測される特性とインターネット依存と
の関係を調べ、該当する特性を介入対象とした大学生のインターネット依存の予防プログ
ラムの実施が有効と考えられた。 
 
２．研究の目的 
 
上記の背景から、インターネット依存が多い層として上位にあげられる大学生について、

「インターネット使用をなかなか止められずにやるべきこと（課題や仕事など）が遂行でき
ない（Cyberslacking）」ことへの予防策考案を念頭に、インターネット依存と、大学不適応
を促進する諸要因との関係性について調べることを目的とし、大学生集団に対して、以下の
目的で一連の研究を行った。 
まず、研究 1では、インターネット依存と「先延ばし傾向」との関係性について質問紙調

査研究を用いて検討した。 
研究 2では、インターネット依存と学生の「ストレス対処」特に「回避的な」ストレス対

処方略との関係があると仮説を立て、質問紙調査研究を用いて検討した。 
研究 3では、大学入学前からどのようなプロセスを経て「インターネットの使用問題」に

至るのかを検討するために、一人 1 時間半ほどのインタビュー調査を行うことで質的な側
面から検討した。 
研究 4では、大学 1年生を対象とし、入学時から 1年生終了時にかけて、インターネット

の使用にどのような変化がみられるのかの継時的変化について質問紙調査研究を用いて検
討した。 
 
３．研究の方法 
 

研究１、研究２、および、研究 4 は、大学生を対象とした質問紙調査の集団実施により
検討した。調査票は、インターネットの使用状況、インターネット依存に対する自己評価、
および、大学生活に関わる質問（生活リズムの制御、成績、大学生活への現時点での満足度
など）に加えて、研究 1 および研究 2 では、インターネットへの依存の程度について
「Internet Addiction Test（以降 IAT と略記）の久里浜医療センター翻訳版」、「先延ばし
傾向」の程度については General Procrastination Scale（以降 GPS と略記）日本語版（林、
2007）、ストレス対処方略については Coping Inventory for Stressful Situations （以降
CISS と略記）日本語版（「課題優先対処」、「情動優先対処」、「回避優先対処」、「回避‐気分
転換」、「回避‐気晴らし」の下位尺度を含む）を使用した。研究 4はより詳細なストレス対
処法との関係を検討するために、CISS に代えて TAC-24（Tri-Axial Coping Scale：神村他、
1995）を使用した。 

研究 3 では、半構造面接によるインタビューを行い、インターネットを初めて使用した
きっかけや入学前までの使用の仕方、大学入学後からの使用の仕方、学生生活とインターネ



ット使用との関係などについて各研究協力者に対して約 90分の面接を行った。 
 
４．研究成果 
 
（１）研究１：大学生のインターネットの使用状況と「先延ばし」との関係について 
 
大学生のインターネットの使用状況に

関し、使用機器は全員がスマートフォン
を使用していた。使用時間は「常に使用し
ている」は 17.9％、「多くの時間使用して
いる」は 67.9％で、「自分はインターネッ
ト依存だと思う」に対しては、18％が「強
くそう思う」、42％が「ややそう思う」と回
答した。使用目的について選択肢方式で頻
度が多い順に 5 つまで回答を求めたとこ
ろ、上位から「動画の閲覧」79％、「LINE や
ボイスチャット利用」69％、「SNS の閲覧」
63％、「学習目的」59％、「ゲーム」53％で
あった。SNS や動画サイトへの「投稿」は
それぞれ 18%、1%で、「閲覧」目的が圧倒的
に多かった。 
加えて、インターネット使用の「良かっ

たこと」については「たくさんある」43％
および「少しある」52％を合わせた 96％が「経験あり」で、うち約 8 割が「知りたい知識
を得ることができた」、次点が「イライラした時のストレス解消になった」47％を内容とし
てあげ、「知り合いができた」は約 20％であった。「困ったこと」については「たくさんあ
る」8％、「少しある」38％の合計 43％が「経験あり」に回答し、「ネットいじめ」や「課金」
といったトラブルは少数である一方で「やるべきことが後回し」80％、「睡眠や食事が削ら
れる」48％と生活への影響に関する内容が多くを占めた。 
インターネットの使用と諸変数との相関について表1に示す。IATの平均値は43.74±14.8

点で、重度（70 点以上）に当てはまる回答者が 5％、中程度（40～69 点）が 47％、軽度（40
点未満）が 47％であった。GPS の平均値は 41.52±10.18 点であった。両尺度間についてピ
アソンの積率相関係数を求めたところ、比較的高い正の相関が得られた（r=.537、p=.000）。
また IAT と「生活リズムの制御」とは負の相関（r= -.437、p=.000）、GPS は「生活リズム
の制御」（r=.-516、p=.000）、「学生生活満足度」（r= -.497、p=.000）、「学生生活の楽しさ」
（r= -.328、p=.003）と負の相関が得られた。GPS 得点を従属変数とし、IAT 得点と学生生
活に関わる変数を独立変数とした重回帰分析を行った結果、IAT が正の、「学生生活満足度」、
「生活リズムの制御」が負の影響力を示した（R2=.479、それぞれβ=.313、p=.002；β= -.323、
p=.001；β=.-291、p=.003）。 
 
（２）研究２：大学生のインターネットの使用とストレス対処方略との関係について 
 
研究 1と同様に、インターネットの使用

目的については、頻度が多い順に 3 つま
で回答を求めたところ上位 3 位は「動画
の閲覧」68％、「SNS の閲覧」55％、「LINE
やボイスチャット利用」41％であり、SNS
や動画サイトへの「投稿」はそれぞれ12%、
1%と「閲覧」目的が圧倒的に多かった。 
IAT と CISS との関係に関し、IAT 得点

（平均値＝47.86±15.2点）を開発者の定
めた重篤度により「重度な問題有り群」
（70点以上）、「問題有り群」（40～69 点）、
「ノーマル群」（40 点未満）の 3 群に分
け、3 群間におけるストレス対処行動の
差異を検討した。CISS の下位尺度毎に分
散分析を行った結果、「情動優先対処」、
「回避優先対処」、および「回避優先-気
分転換」で主効果が得られた（F（2、99）＝16.483、p＝.000、 ηp2 =.25； 5.999、.003、 
ηp2 =.11；10.483、.000、ηp2 =.18）。Tukey （T）による多重比較の結果、「情動優先」
および「回避‐気分転換」は「ノーマル群」よりも「問題有群」および「重大な問題有群」、
「回避優先」は「ノーマル群」より「問題有群」の方が、有意に得点が高かった（図 1）。 

 

図１．インターネット依存重篤度別のストレス対処行動得点 

表 1．インターネット依存と関連要因との相関係数 
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図1．インターネット依存重篤度別のストレス対処行動得点

ノーマル群（N=31)

問題有群（N=60)

重大な問題有群（N=11)

ｐ＝.000
ｐ＝.004

ｐ＝.006

ｐ＝.000

ｐ＝.008

ピアソンの積率相関係数 GPS IAT

GPS - .537**

IAT .537** -

使用頻度 0.221 .465**

依存の自己評価 .381** .685**

生活の制御 -.516** -.437**

学業成績への満足度 -.310** -0.11

大学生活満足度 -.497** -.301**

孤独感 .306** .237*

楽しさ -.328** -.245*



 
（３）研究３：大学生の入学前から大学生活に至るまでのインターネットの使用状況の変化
について 
 
15 名の大学生（19 歳～22 歳）に対して面接調査を実施した。全ての学生において、初め

てインターネット使用した年齢は小学校低学年で、中学時代までインターネット使用にあ
まり問題を感じておらず、スマートフォンを持ち始めた高校時代からインターネットゲー
ムや SNS にはまる傾向にあった。高校までと大学入学後の変化については使用傾向にばら
つきがあり、高校までの反省を生かして大学からはインターネット使用を制限している者、
大学で自由な時間ができてインターネット使用時間が増えている者などがみられた。また、
学生たちの主観的な「インターネット依存の程度」を 10 段階（数値が高いほど依存度が高
い）でたずねた結果、全員が 6以上と高い数値を回答し、大学適応を妨げる要因までには至
っておらずとももう少しインターネットの使用を抑えて他の活動ができないものかと考え
ている、という回答が多くみられた。加えて、「周囲にインターネット依存者はいるか」と
いう問いに対しては、8 割が「いる」と回答し、「大学生に対するインターネット使用に関
する教育は必要か」という問いに対しては、半数が「高校までは必要だと考えるが、大学生
からは自己責任になるので必要ではない」と回答する一方で、「人数が少なくても深刻な人
もいるだろうから SNS 使用や課金などについては教育すべき」との回答が得られた。また、
全ての学生が高校までに、学校でインターネット使用に関する注意喚起の授業を受けてい
た。 

 
（４）研究４：大学 1年生のインターネットの使用と諸要因における継時的変化について 
 
大学 1年生を対象に、1年生前学期初期、1年

生前学期末期、1年生後学期末期と複数回の調
査実施を行い、インターネット依存傾向と関連
要因の継時的変化を検討した。結果、IAT の有
意な継時的な変化は見られなかった。加えて、
研究 1および研究 2で示されたような、IAT と
GPS との有意な相関も得られなかった。一方
で、IAT と回避的なストレス対処方略傾向は、
次期にもよるが、高い正の相関が得られた。 
変化がみられなかった要因について、研究１

および２とは別学科の集団を対象としており、
対象学科のカリキュラムが後学期になるほど
多忙であったことから、インターネット依存傾
向が抑制された可能性が考えられた。同年の後
学期末に実施したカリキュラムが異なる大学 1
年生集団では、研究 1および 2と同様に、IAT と
問題解決型ストレス対処傾向に相関がみられな
い（r=-.192）一方で、IAT と回避的ストレス対
処傾向に高い相関（r=.599、p=.000）がみられ
るという結果が示された（図 2）。 
 
（５）今後の展望 

 
一連の結果から、学科によって異なる結果が

得られた一方で、インターネット依存傾向と回
避的なストレス対処方略は一貫して高い関係があ
ることが示された。したがって、今後大学生に対す
るインターネット依存の予防プログラムの実施の際は、「問題解決」型のストレス対処方略
を促進する内容を取り入れることが効果的と考える。 
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